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非植民地化問題と国際連合
一植民地独立付与宣言履行特別委員会の
　　活動を中心として一
家　　　正治
　　　　　　　　　　　　　I．はじめに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）　国際連合憲章の第1条には，国連の目的として4つが掲げられている。その
第2のものは，「人民の同権及び自決の原則の尊重に基礎をおく諸国間の友好
関係を発展させること並びに世界平和を強化するために他の適当な措置をとる
こと」である。国連憲章の発効によって民族自決権が実定国際法上の権利とし
て承認されたとする学者は，この第1条の規定や第55条を援用するのが常であ
（2）
る。しかし，以上の規定が直接に目的とするのは「諸国間の友好関係を発展さ
せること」にあり，自決権の問題はいわば修飾語として言及されており，また「尊
重に基礎をおく」という表現になっており，さらにそもそも第1条は国連の目
的の大原則を規定するにすぎないこと，から自決権の法的権利性を導き出せな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）いとする解釈に正当性がたいわけではない。さらに問題は，憲章は第n章「非
自治地域に関する宣言」を行ない，第12章「国際信託統治制度」第13章「信託
統治理事会」の規定を置いて，植民地という用語は用いてはいないが，非白治
地域や信託統治地域という植民地の保有を認めていることである。信託統治制
度の目的として「白治」と並んで「独立」が挿入されているが，第11章で設け
（1）これらの内，第4のものは，国連の活動の目的としては独立の意味をもっておらず，国連の目
　的として示されているのは，第1から第3までである。田畑茂二郎蕃，国際法講義上（新版），114
　～1ユ7頁参照。
（2）第55条「人民の同権及び自決の原則の尊重に基礎をおく諸国家間の平和的且つ友好的関係に必
　要な安定及び福祉の条件を創造するために，国際連合は、次のことを促進しなければならない。
　（略）」
（3）山手治之，植民地体制の崩壊と国際法，立命館法学，第34号（1960）、182～185貢参照。
230
られた非自治地域制度の場合には「白治」しか存在しない。もっとも，憲章を
審議したサン・フランシスコ会議では白治は独立を排除するものではないとす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）る了解の下に憲章は採択されたのであるが，この制度がこれら地域の独立達成
のための履行・実施のために設けられたと言うよりは，植民地保有を前提とし
てその施政の仕方に一定の制限を加えるために国際監督を行なうことにその目
的があったと言えるであろう。そのために，非自治地域制度では施政国に情報
送付を義務づけ（第73条e），信託統治制度では年報の審査，請願の受理，現
地視察による監督が行なわれることとたっている（第87条）。
　憲章第1条に「人民の同権及び自決の原則」が挿入されたことをもって自決
権が法的権利として認められたとは言えないにしても，その後の植民地の解放
と自決権の確立にとって，この規定が一つの大きな礎石となったことは事実で
ある。第2次世界大職後，嬢原の火のごとく燃え上った民族解放運動は，アジ
アから中近東へ，さらにブラック・アフリカヘと及んで，1960年には「アフリ
カの年」を導き出した。このような発展の申で，同年12月国連総会は，「植民
地諸国，諸人民に対する独立付与に関する宣言」（植民地独立付与宣言）を採
択した。同宣言は，第ユ項で，植民地支配は，基本的人権を否認し，国連憲章
に違反し，世界平和と協力に障害となっていると宣言する。また，第2項で，
すべての人民は自決の権利をもっとし，第3項で，準備の不十分をもって独立
遅延の口実とすることを禁止し，第4項で，従属下の人民に向けられた武力行
動と抑圧手段を停止し，かつ彼らの国土の保全を尊重すべきことを求めてい私
さらに，第5項は，植民地の住民が完全な独立と自由を享受しうるようにする
ため，早急な措置が講ぜられなければならないと声明している。
　植民地独立付与宣言は，条約形式として採択されたものではなく，総会の一
つの決議として採択されたものであり，同宣言自体には法的拘束力のあるもの
ではない。しかし，国連の作成した国際文書の中で，植民地独立付与宣言は世
界人権宣言と並んで最も多く引用されている文書であると言われている様に，
（4）拙稿，非自治地域制度の展開，神戸市外国語大学研究叢書第4冊，94～96頁参照。
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同宣言は自決権の法的権利性の確立にとって極めて重要な位置を占めている。
　同宣言の採択後，総会は同宣言を画餅に帰すことなくその履行を確保するた
め後述のように「植民地独立付与宣言履行特別委員会」を設置した。1963年に
解散しその任務を特別委員会に引き継がせるまで存在した「非自治域からの情
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5〕報に関する委員会」（非白治地域情報委員会）をはじめとする委員会が，いわば施
政国の施政に対する監視・監督のための機関であったのに対して，特別委員会は
植民地の独立達成のための機関である。憲章第ユ条の「人民の同権及び自決の
原則」の規定の挿入をもって自決権の法的権利性を確認しえない一つの根拠と
して，憲章は自決権を実現し履行する手続や機関が存在していないことが挙げ
られることがあるが，植民地独立付与宣言の採択後そのような手筈が整えられ
たわげである。国連は，第ユ条に掲げられている他の目的，すなわち国際の平和
と安全の維持や諸国家間の経済的，社会的，文化的，入道的諸問題に関する国際
協力の促進，にも示されるように多くの問題を扱うことになっているが，今日ま
での国連の活動の申で最も成果を上げた分野の最たるものの一つは非植民地化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）の問題であると言えるであろう。本小稿では，属領問題に関係する機関の中で，
最も中心的な機関となっている「植民地独立付与宣言履行特別委員会」の活動
を考察し，国連の非植民地化への対応とその機能の成果と限界を考察する申で，
従属下の人民の自決の権利の具体的内容がどの様に把握され位置づけられてい
るかを考察することがその目的となってい乱
皿．特別委員会の任務と構成
　1960年12月14日に国連総会が採択した植民地独立付与宣言（総会決議ユ514
（XV））の第5項は，植民地の「住民が完全な独立と自由を享受しうるようにす
るため，たんらの条件または留保もつけず，その自由に表明する意志及び希望
（5）　「非自治地域情報委員。会」の外に，「南西アフリカ特男11委員会」「ポルトガル領特別委員会」な
　とがあった。
（6）現在直接関達する機関として，「信託統治理事会」およびr国連ナミビア理事会」があ孔
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に従い，人種，信仰または皮膚の色による差別なく，すべての権力をかれらに
委譲するため，早急な措置が講ぜられなければならない」と宣言してい乱し
かし，同宣言は，その履行を確保するための手続を設けていなかっれ翌年11
月27日，第16回総会は，2・3の例外を除いて，上記の宣言の規定が履行され
ていないことを遺憾をもって留意し，総会議長が任命する17カ国からなる特別
委員会を設置することを決定した（総会決議1654（XVI））。特別委員会の目的は，
「宣言」の適用を審議し，かつその履行の発展と程度に関する提案と勧告を行
なうことであった。
　さらにユ962年12月17日，第17回総会は，特別委員会の任務と規模を拡大した
（総会決議18ユ0（XVII））。とりわけ，特別委員会は，まだ独立していないすべ
ての地域に「宣言」の早急かつ全面的な適用のための最も適当な方法を引き続
き求めること，「宣言」の完全な適用のための特定の措置を提案すること，「宣
言が妥当するすべての地域に関する勧告を付した報告書を総会に提出すること，
また国際の平和と安全を脅やかすような地域のいかなる発展についても安全保
障理事会に通告すること，が要請された。同総会決議はまた，特別委員会の構
成国を17カ国に7カ国を加えて24カ国に拡大した。
　同特別委員会は，正式には「植民地独立付与宣言履行特別委員会」として知
られているが，通称としてその構成国数から「24カ国委員会」またその任務か
ら「非植民地化委員会」とも呼ばれている。たお，1979年12月，総会はその構
成を25カ国に拡大することに決定した。その結果1980年以降25カ国で構成され
ていたが，1985年ユ月にオーストラリアが構成国から下りた（withdrew）こと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）から，同年の特別委員会は24カ国となってい私
（7）　Decolonization；Twenty－Five　Yea正s　of　the　Declarat三〇n　o皿the　GrantiI1g　o｛
IndependencetoCoIonialComtriesandPeoples，Apub1ioationoftheUnited
Nations　Dep舳ment　o｛PoI三tical　AHa三r昌，Trusteeship　and　Deco1onizat三〇n，No．26
（1985），p・91なお，同文書には，特別委員会の構成国のリストが掲げられている（p・40人それに
　よると実際には以下のようになってい糺1962年17カ国，1963～67年24カ国，1968年25カ国，1969
年～70年23カ国，1971年21カ国，ユ972年22カ国，ユ973～79年24カ国，1980～84年25カ国、1985年24
　カ国。
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　1962年に総会は，「南西アフリカ特別委員会」と「ポルトガル領特別委員会」
を解散し，また1963年には「非自治地域情報委員会」を解散して，その任務を
植民地独立付与宣言履行特別委員会に引き継がせた。現在，従属地に関する問
題を直接扱っている他の機関として，憲章第7条が規定する国連の主要機関の
一つである信託統治理事会および国連総会がユ967年5月19日の決議（総会決議
2248（S－V））によって設置された「国連南西アフリカ理事会」（その後「国連
　　　　　　　　　　　　　　　　（8）ナミビア理事会」に改称）がある。前者は，憲章⊥の主要機関であるが，当初
ユ1存在した信託統治地域の内残存する地域は米国が施政する太平洋諸島信託統
治地域（ミクロネシア）だけであり，その任務のほとんどを終えてい乱後者
は，ナミビアを独立まで施政するために重要な権限と任務を委任されているが，
その権限と任務は植民地間題全般にわたるものではない。それに対して・植民
地独立付与宣言履行委員会は，太平洋諸島およびナミビアを含む従属地域一般
を扱かうことから，現在国連における植民地問題に関する最も中心的な機関と
なっている。
　通常，特別委員会は年2回の会期を開催し，毎年9月に総会に報告書を提出
することになっている。例えば1984年では，特別委員会は，第1会期を2月ユ3
日から5月9日までの間に4回の会議を，第2会期を8月7日から同月24日ま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）での間に17回の会議を，また10月25日に特別会期としてユ回の会議を開催した。
また，特別委員会は，補助機関（subsidiary　bodies）を有している。例えば，
1984年およびユ985年の会期では，特別委員会は，3つの補助機関　　「作業班」
（運営委員会として機能する），「請願，情報および援助に関する小委員会」およ
（8）国連ナミビア理事会については，拙稿，ナミビア間題と国際連合，神戸市外国語大学研究叢書
　第ユ4f冊参照。なお，非植民地化委員会が密接な関係を維持する他の機関として，「反アパルトヘイ
　ト特別委員会」「パレスチナ人民の不可譲の権利の行使に関する委員会」および「人種差別撤廃委
　員会」がある。
（g）　Report　of　tlle　Spec三a工Committee　o皿the　Situation　with　regard　to　the　ImpIe－
　mentat三〇皿。f　the　Deo工aration　on　the　Granting　o｛Inaepe皿dence　to　Colonial　Com－
　trie呂a皿d　PeopIes，O｛ficia1Records　l　Thirty－N三nth　Sess1on，SupPle血巳nt　N0123（A／
　39／23），1985，P－13・
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1O）び「小地域に関する小委員会」一を有している。以上の2つの小委員会は，そ
の年の前半に毎週2・3回の会議を行ない，勧告を含めて報告書を特別委員会
に提出することになっている。その審議の模様については以下の該当の箇所で
考察することにする。
班．特別委員会の作業範囲の地域
　信託統治制度の下におかれる信託統治地域は，憲章第77条1項の規定によっ
て，a．現に委任統治の下にある地域，b．第2次世界戦争の結果として敵国か
ら分離される地域，C．施政について責任を負う国によって自発的にこの制度
の下におかれる地域，と特定されている。他方，憲章第11章「非自治地域に関
する宣言」が適用される制度一通常非白治地域制度と言われる一の下におかれ
る地域については，憲章は一般的に「人民がまだ完全には白治を行うに至って
いない地域」と定義しているだけで具体的にいかなる地域であるかを特定して
いない。また植民地独立付与宣言は，「外国による人民の征服，支配及び搾取」
「従属下の人民」あるいは「信託統治地域及び非自治地域，またはまだ独立を達
成していない他のすべての地域」と規定しているだけであり，信託統治地域以
外にどの地域に同宣言が適用されるかという問題が生ずるのである。
　1963年，植民地独立付与宣言履行特別委員会は，「宣言」が適用される地域
の留定的リストを作成した。そこには，（a）信託統治地域，（b）ナミビア（当時は
南西アフリカと呼ばれた），（c総会が憲章第ユ1章の非自治地域であると認定し
たが，施政国が第73条（e）の下の情報を送付していない地域，すなわち当時ポル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）トガルの施政の下にあった諸地域と南ローデシア（現在ジンバブエとして独立），
（10）　これらの補助機関の1985年の構成については，Decolonization；Re㏄ntActivitiesoftbe
　Specia1Comm三ttee　on　tbe　Situation　with　regard　to　the　Implementation　of　the
Declarat王。n　on　the　Granting　o｛Independence　to　CoIon三3I　Countries　and　Peop1es，
　A　Publication　of　the　United　Nations　Dep趾tment　of　Po1三t三。a1Af｛airs，Tmsteeship
　and　Decoloni畑tion，No．22（1985），p．4．
（1ユ）1964年ユ2月ユ4日の総会決議66（I）で列挙された74の非自治地域のリストは，事務総長が各加盟
　国に自国の管轄下にある非自治地域を列挙することを求め，その回答に基づいて作成されたもので
　あった。しかし，植民地独立付与宣言の採択後，特別委員会の暫定的リストの（C〕に示されるように
総会自ら非自治地域を認定することとなる。
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および（d）施政国が情報を送付している非自治地域，からなる64の地域が列挙さ
れていた。1963年以降，このリストは主として地域の独立によって修正が行な
われていたが，注目されることはユ965年に特別委員会が仏領ソマリランド（現
在はジブチとして独立）をそのリストに含めたことである。また同年総会は特
別委員会にオーマンの検討を継続する様に指令した。さらに1972年には特別委
員会はコモロ諸島をリストに含めた。1985年現在，「宣言」が適用される地域の
リストには以下の18地域が列挙されている。施政国ニュージーランドートケラ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
ウ，施政国ポルトカルー束チモール，施政国スペインー西サノ・ラ，施政国英国
一アンギラ，バミューダ，英領バージン諸島，カイマン諸島，フォークランド
（マルビナス）諸島，ジブラルタル，モンドセラト，ピトケアン，セントヘレ
ナ，タークス・カイコス諸島，施政国米国一アメリカ領サモア，グアム，太平
洋信託統治領，米領バージン諸島，国連の直接統治の地域一ナミビア（以前の
南西アフリカ）。
　特別委員会が暫定的リストを作成した王963年以降，そのリストは毎年特別委
員会の審議の対象となっている。その申で問題としてとり上げられているのは，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）米国と自由連合を形成しているプエルトリコである。例えば，1984年の特別委
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ5）員会は，政党をはじめとする関係団体の代表32入から聴聞を行ない，決議を採
　　　　　　　　　（16〕択した。同決議で，特別委員会は，植民地独立付与宣言に従って自決と独立へ
の人民の不可譲の権利とプエルトリコに関して同宣言の基本原則の十分な適用
を再確認し，引き続きプエルトリコ間題を審議の対象とすることを決定してい
（12）1977年4月，ポルトガルは事務総長に同地域に対する主権行使は1975年8月に終了したと通告
　した。
（ユ3）ユ976年2月，スペインは事務総長に同地域に対する施政はその日で終了したことにより同地域
　の施政に関する国際的責任は免除されるものと考える旨通告した。
（ユ4）プエルトリコは，1946年12月ユ4日の総会決議66（I）で列挙された非自治地域のリストの中に入
　れられていた。米国はrプエルトリコ自治国」を設立する新憲法が1952年7月25日に発効したとし
　て，情報停止の通告を翌年事務総長に提出した。1953年11月総会はプエルトリコ人民は自治を達成
　したものと認めて情報停止を承認した（総会決議748（VIII））。
（ユ5）　団体の代表のリストについては，ibid．，Thirty・Nintll　Session，SupPlement　No．23
　（A／39／23），pp．17～19．
（ユ6）　ib王d．，Thirty・Ninth　Se畠sion，SupPloment　No．23（A／39／23），P，20．
236
る。
　以上のように，特別委員会は，「宣言」の適用地域を審議し，また決定する
という極めて活発な活動を展開しているのである。
lV．特別委員会の行動と手続
　植民地独立付与宣言履行特別委員会の設置を決めた1961年11月27日の総会決
議1654（XVI）は，本文第5項で，「特別委員会がその任務の適当な遂行のため
に採用する手続と様式の枠内に於て白已のとり得るあらゆる手段の採用によっ
てその任務を遂行する」ことを特別委員会に指示している。それでは，特別委
員会は，「宣言」の履行のためにどのような行動を展開し，またそのための手
続を採用しているかを考察することが必要である。
　1．請願の受理と請願者の聴聞
　憲章第87条は，信託統治理事会はその任務の遂行に当って次のことを行なう
ことができるとして，その一つに，請願を受理し，かつ施政権者と協議してこれ
を審査することを掲げている。しかし，憲章は，総会が請願を受理し請願者の
聴聞を行なう権限については規定していない。1950年，総会は請願の権利は基
本的入権であるとする決議435（V）を採択した。1951年，総会の第4委員会は
初めて信託統治地域の住民からの請願を聴聞することに同意した。また1961年
に，第4委員会は初めて非白治地域からの請願者を聴聞することを決め，それ
以来非自治地域の請願者に対する聴聞の付与は，特別委員会の確立された慣行
　　　　　　（17）となっている。ユ970年に総会が採択した「宣言」の完全な履行のための行動計
画（prOgramme　Of　action）1辛，植民地人民の代表による口頭もしくは書面に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）よって表明される見解に特別の考慮を払うよう特別委員会に指示し，またユ980
年に総会が採択した「宣言」の完全な履行のための行動計画（P1an　of　action）
もより詳しく請願の審査について規定している。
（17）　ibid．，DecoIon三zation，No．26（ユ985），P．20．
（ユ8）同行動計画は，総会決議2621（XXV）に含まれている。
　　　　　　　　　　　　非植民地化問題と国際運含　　　　　　　　　　　　237
　特別委員会は，1962年のその発足において，請願を受理し請願者を聴聞する
ことに同意し，そのために「請願に関する小委員会」を設置した。同小委員会
は，ユ972年に「請願および膚報に関する小委員会」と名称変更し，さらに1976
年には「請願，情報および援助に関する小委員会」と変えられている。国連の
文書は，過去25年間の経験から，請願の受理と請願者の聴聞が特別委員会の作
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ9〕業に果たした貢献は非常に大きなものであるとしている。
　2．調査団の派遣
　植民地の直接的な情報を得るために現地への調査団の派遣はとりわけ重要で
ある。憲章第87条は，信託統治理事会の任務遂行のために，他のものと並んで，
それぞれの信託統治地域の定期視察を行なわせること，を揚げている。このこ
とは，信託統治地域の施政国の側からすれば，施政国は憲章上の義務として調
査団を受け入れなけれぱならないことを意味している。一方，非自治地域に関
して憲章は現地視察については触れてはいない。したがって，請願の受理や請
願者の聴聞とは異なって，非自治地域の施政国が現地視察に関して協力しない
場合，派遣しえないということになる。
　特別委員会は，ユ962年に，必要な場合に個々の地域に調査団の派遣を考慮す
　　　　　　　　　　（20）ることに合意していた。また，1970年の「宣言」の完全な履行のための行動計
画（program肌e　Of　action）および1980年の「宣言」の完全な履行のための行
動計画（P1an　of　action）も植民地への調査団の派遣を特別委員会に求めている。
また両者とも非植民地化の最終段階の観察もしくは監督について触れてい乱
　特別委員会は，施政国との協議のためにまた現地の情報を入手のために，また
植民地での人民協議を監督または観察するための調査団を派遣してきた。例え
ば，1975年～1985年の間に，施政国の要請によって現地に15の調査団を派遣し
　　　（21）
てい乱しかし，問題となるのは施政国が調査団の受け入れを拒否する場合で
（19）　ibid．，Deco工。nizat三〇n，No．26（1985），p－20、
（20）　Report　of　the　Special　Committee　on　the　Situation　with　■egard　to　the　Imp1e一
　血entat王。n　o王the　Dec1aration　on　the　Granting　oHndepenaence　to　Co1on三a1Comtr三es
　and　peop1e冒，A／5238．1972，p－41～42．
（21）　ibid、，Deco工。ni竈ation，No．26（1985），P．ユ9．
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ある。かつてアデンに特別委員会が調査団を派遣して現地住民の意向を聞こう
としたが，英国の反対によってアデンの隣接諸国に行って実情を調査したこと
　　　　（22）があった。この点で注目されるのは，施政国ポルトガルの反対にもかかわらず
ギニア（ビサウ）の解放区に工972年4月に特別委員会の調査団が訪れて実情を
　　　　　　　　　（23）調査したことであ乱非自治地域の場合，憲章上の規定に基づくものでないこ
とから，施政国の協力がない場合，調査団の派遣に困難が伴うが，上記の事例
は画期的な先例を切り開いたものと言えるであろう。
　3．民族解放運動団体の招請
　以上の請願の受理や調査団の派遣は，信託統治制度において認められている
手続であるが，1970年代に入って解放運動の代表が特別委員会にオブザーバー
　　　　　　　　　　　　　　（24）資格で参加が認められるに至った。このような新しい手続が認められたことは，
非植民地化の実践にとって大きな意義を有するものであ乱なお，1970年に総
会が採択した「宣言」の完全な履行のための行動計画（Programme　of　action）
は，必要な場合，解放運動の代表が国連や国連システムの他の国際組織により
その審議に適当な資格で参加するよう要請さるべきであるとしている。ここで
はユ984年の場合を簡単に考察しておこう。
　特別委員会は，第38回総会への報告書の申で，総会の関連決議と一確立された
慣行に従って，特別委員会はその審議にオブザーバー資格で参加するように
OAUが認めた民族解放運動の代表を引き続き招請するであろうと述べていた。
第38回総会は，この件を含めて特別委員会の作業計画を承認した（総会決議38
／54第5項）。
　これによって，特別委員会は，ナミビア問題の審議にオブザーバー資格で参
（22）拙稿，神戸市外国語大学研究叢書第4冊，61～62頁。
（23）United　Nations　Speo1aI　Mi昌s1㎝to　Guinea（B1ssau）＝Th正ee－Membe正Mis日ion　of
Sp㏄i昼1Committee　on　Deoolo皿ization　Visits　L1berated　Areas　of　West　African
　Tenitory，Objective＝Justioe，VoL4No．3（1972），pp，4～15一
（24）1971年王2月の総会決議は，特別委員会に南部アフリカの植民地の解放団体を招請したこと等，
　その経過については，松井芳郎．民族解放団体の国際法上の地位，国際法外交雑誌，第81巻5号
　（ユ982），74頁の別表参照。
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和するよう，ナミビアの解放団体である「南西アフリカ人民機構」（SWAPO）
の代表を招請した。この招請に応えて，SWAPOの代表は特別委員会の関連
ある審議に参加した。また，　「アフリカ民族会議」（ANC）と「アザニア・汎
アフリカニスト会議」（P　AC）の代表が，「請願，情報および援助に関する小
委員会」の関連のある審議に参加した。
　同年8月20日，特別委員会は，翌年も解放団体の招請を求める作業班の勧告
を異議なく採択した。
　民族解放団体へのオブザーバー資格の付与は，解放闘争における当事者とし
て従属人民の願望や地域の情報を得ることだげでなく，その地域のいわば「将
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）来の政府」としての効果を与えるであろう。
　4．　国連本部外での特別委員会の開催
　植民地独立付与宣言履行特別委員会を設置した1961年11月27日の総会決議
1654（XVI）は，国連本部以外の場所で会議を行なう権限を特別委員会に与えた。
同決議では，「そのような会議は，適当な当局と協議して，機能の効果的な遂行
に必要される時期と場所において」開催することになってい机特別委員会は，
そのような会議を1962年，1965年，1966年，1967年，1969年，ユ972年および
1985年にアフリカの各地域で，ユ975年にリスボンで，またユ979年にベオグラー
　　　　　　　　　（26）ドで，開催してい糺この内で最も新しい1985年の特別会期は，同年5月13～
！7日，植民地独立付与宣言採択25周年記念の行事の一つとして，チュニスで開
　　　　　　　　　（27）催されたものである。
　また，特別委員会が他の機関と共催した事例として，1977年5月16～2ユ日，
モザンビークのマプトで，「ジンバブエおよびナミビアの人民を支援する国際
会議」が開催された。この国際会議は，「アフリカ統一機構」（OAU）と協議し
（25）松井芳郎，前掲論文，74～79頁参照。
（26）　i1〕三d．，Decolonization，No，26（1985），P，21．
（27）詳しくは，Decolonization；Twenty－FifthAnnivers丑ryoftheDec1amtionontbe
　Granting　of　Independence　to　Co1onia1Countfie邑and　Peoples，A　pub工三。at…on　o｛the
　United　Nation日Department　o｛PoliticaI　Aff刮irs，Tru日teoship　邊nd　Deoo1onization，
　No・23（1985）参照。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）て，特別委員会と国連ナミビア理事会が協力して組織されたものであ乱
　国連本部以外の地域，とりわけアフリカで開催することによって，特別委員
会は，その作業についての国際的認織を高めること，解放闘争に対する支援を
表明すること，解放団体の見解を聴取すること，また国連とOAUとの関係を
　　　　　　　　　　　　　　　　（29）強化すること，を求めたのであった。
　5、他の機関との協力関係
　1961年11月27日の植民地独立付与宣言履行特別委員会を設立した総会決議
1654（XVI）は，信託統治理事会，非自治地域情報委員会および関連する専門機
関に対して，それぞれの分野で特別委員会の作業を援助するよう要請している。
非白治地域情報委員会はその後解散してその任務を特別委員会に引き継がれた
ことはすでに指摘した。その後特別委員会は，他の国連の機関や国連と連携する
国際機関と協力関係を維持している。その中でもとりわけ，「反アパノレトヘイド
特別委員会」，「国連ナミビア理事会」，「パレスチナ入民の不可譲の権利の行使
に関する委員会」および「人種差別撤廃委員会」とは密接な協力関係を有して
　　（30）
い乱特別委員会は，これらの機関の作業を綿密にフォローし，またこれらの
　　　　　　　　　　　　　　（31〕機関が採択した決議を考察した。
　また，同年特別委員会は，「アフリカ統一機構」（OAU）と密接な関係を維持
している。例えば特別委員会の議長は，同年2月～3月にアジス・アベバで開
かれたOAU閣僚会議に参加し，また同年8月～9月にダル・エス・サラーム
で開かれたOAUのアフリカ解放調整委員会に出席した。他方，OAUの行政
事務局長は，特別委員会の作業および「請願，情報および援助に関する小委員
会」の作業に参加しれさらに，総会決議38／54および38／55によって，特別委
（28）　詳しくは，I皿Support　of　the　Peoples　o｛Zimb日bwe　and　Namibia；DecI且r3tion
　a皿d　Programme　o｛Acti㎝日dopted　by　the　Maputo　C㎝feren㏄，Object1ve1Justi㏄，
VoL　g　No．2（1977），pp．2川9参照。
（29）　ibid．，Deco1o皿izatio皿，No．26（1985），P．21．
（30）1984年に特別委員会が関連を有した機関は，上記の機関以外に，安全保障理事会，信託統治理
事会，経済社会理事会，人権委員会，専門機関，第2回アフリカ難民援助国際会議（ICARA　II）が
　ある。
（31）　ib三d一，Tbirty－Ni皿th　Session，SupPIement　No．23（A／39／23），PP．24～28参照。
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員会は，非植民地化の分野に特別な関心を有している非政府機構の活動を綿
密にフォローし続けている。特別委員会はまた，総会決議38／55に基づいて，
同年2月21～23日，ウィーンで非植民地化に関する情報の普及に関する非政府
　　　　　　　　　　　　　　（32）機関とのセミナーを開催した。
　特別委員会は，以上のような諸手続を通じて極めて広範かつ活発な活動を行
なっている。すでに述べたように特別委員会は，植民地独立付与宣言の適用を
審査し，その履行の発展と程度について勧告することであっれその後その任
務は拡大され，「宣言」の早急かつ全面的な適用について最も適当な方法を追
求し，「宣言」の完全な履行のための特定の措置を提案し，「宣言」が適用され
るすべての地域に関する勧告を含む報告書を総会に提出することなどが含めら
れた。それでは，以上のような活動を通じて特別委員会は，「宣言」の早急か
つ全面的な適用・履行のために，どのような方法や措置，また勧告や提案を行
なっているのかを考察する必要があるであろう。
V．特別委員会および総会の勧告と提案
　前章で述べた特別委員会が植民地独立付与宣言の履行を確保するためにとっ
た諸手続の場合と異なって，各会期の経過の申で特別委員会と総会との勧告・提
案は密接に関連しており区別することは困難であり，また問題によってそれは
無意味でもあるので，両者の決議をからめて検討することにする。なお，1984年
の特別委員会の勧告を，同会期の総会はほとんど修正することなく採択してい
　　　　　　　　　　　　　　　（33）るように，この傾向は同年だけでなく一般的であ糺ここでは，1970年10月12
日の第15回総会が採択した決議2621（XXV）に含まれている「宣言」の完全な
履行のための行動計画（prOgramme　Of　actiOn）とユ980年12月11日の第35回総
会が採択した決議35／118に添付（annex）されている「宣言」の完全な履行のた
めの行動計画（P1an　of　action）とを中心に考察するものとする。なお，前者は，
（32）　ibid、，Thirty・Ninth　Session，SupPlement　No．23（A／39／23），PP．28～29．
（33）　ibid．，Deoo1oni田ation，No．22（1985），P．5．
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「植民地独立付与宣言の10周年記念と関連した特別活動計画」と題する特別委
員会の報告を審議した後に採択されたものであった。また後者も特別委員会の
勧告に基づいて採択されたものである。
　1．非植民地化および自決と独立に関する勧告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）　一般に，総会および特別委員会の大抵の勧告は，以下の点を強調する。（1）非
自治地域人民の自決と独立への不可譲の権利，（2）最終的に地域の人民自身が自
己の将来の政治的地位を決定するという原則，（4）当該非白治地域の統一と領土
保全の尊重およびかかる統一と保全を脅かす行為の否認，（5）自決と独立への不
可譲の権利を自由に行使することを人民に可能ならしめるように当該地域の条
件を生み出す施政国の義務，および同権利の行使において人民に開かれた可能
性について人民の自覚を育むことの重要性，（6）憲法会議の召集，植民国家の抑
圧的行為の停止，すべての極端な差別立法の廃止と差別的慣行の根絶，政治活
動に関するあらゆる制限の除去と完全な政治的自由の保障，恩赦の付与と政治
的追放者および難民の帰還，またある場合には国連の参加を得て普通選挙に基
づく自由投票の実施。
　これら以外に，上述の総会決議2621（XXV）で注目されることは，あらゆる
形態および表明における植民地主義の継続は国連憲章，植民地独立付与宣言お
よび国際法の諸原則の違反を構成する犯罪（Crime）であると断罪しているこ
とである（1項）。同決議は総会の決議であってそれ自体法的拘東力を有しな
い一つの政治的な国際文書ではあるが，そこにはそれは民事上の不法行為とは
異なるという意識が存在していることを示すものである。
　さらに，上述の総会決議35／118は，植民地支配下の人民の自決と独立への不
可譲の権利を無視し，侵害し，否定しまたは矛盾する植民国家および人種主義
国家によるいかなる合意，取り決めまたは一方的行動も拒絶している（5項）。
　2．解放闘争の正統性と解放運動への援助
　1965年の第20回総会は，初めて「自決と独立に対する権利を行使する植民地
（34）　ibid．，Decolo皿i独tio皿，No．26（1985），pp．10～11．
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支配下の人民による闘争の正統性」を承認し，同時に「植民地の民族解放運動
に対する物質的・精神的援助を与える」ようすべての国家に要請した（総会決
議2105（XX））。それ以後同じ趣旨の決議が繰り返され，また内容も強化されて
　　（35）
いる。
　1970年の行動計画（prOgramme　Of　actiOn）は，「自由と独立に対する願望を
抑圧する植民国家に対して自己のとり得るあらゆる必要な手段によって闘争す
る植民地人民の固有の権利」を再確認している（2項）。また，同決議は具体
的に，「拘留されているすべての自由戦士は，捕虜の待遇に関する1949年8月
ユ2日のジュネーヴ条約の関連規定に従って待遇される」と定めている（6項（a））。
さらに同決議は，同様に植民地の人民に対する援助すべき加盟国の義務につい
て言及している（3項（2））。
　1980年の行動計画（P1an　of　action）は，同様に自己のとり得るあらゆる手段
によって闘争する植民地主義下の人民の固有の権利を再確認する（4項）。同時
に，「加盟国は，自決の権利を行使して，人民が檀民地支配及び外国による占
領に抵抗して，並びに，人種差別体制に抵抗して，戦っている武力紛争は，
ユ949年8月12日のジュネーヴ諸条約に追加される第一議定書によって規定され
る国際的武力紛争であることを認める」とし，さらに1949年のジュネーヴ諸条
約の適用について言及している（annex11項）。また同行動計画は，植民地支
配下の人民に対する援助のみならず（2項），「アフリカ統一機構」（OAU）が
承認した民族解放運動に対する援助についても規定している（annex12項）。
　このように民族解放闘争の正統性が繰り返し規定されることによりその合法
性と植民地人民および（または）解放団体の援助を求め受け取る権利が承認さ
れてきていると言えるであろう。
　3、　国際の平和と安全の維持
　国連憲章第11条3項は，「総会は国際の平和及ぴ安全を危ぐする虞のある事
態について，安全保障理事会の注意を促すことができる」と定めている。特別
（35）　ibid一，Decolon三zatio血，No．26（1985），p．12．
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委員会は総会から国際平和と安全に対する脅威をもたらしそうな事態について
安全保障理事会に注意を促すよう要請されていた。これによって，総会と特別
委員会は，南部アフリカの重大た事態について幾度も安全保障理事会の注意を
　　　　　（36）
促している。
　1970年の行動計画は，国際の平和と安全の維持を大きく妨げるような植民地
人民に対する抑圧に従事している政府への安全保障理事会による効果的な措置
について言及し（3項（1）），また総会は南部アフリカ間題につき特別な注意を
安全保障理事会に喚起し続ける必要について規定している（3項（3）佑））。
　1980年の行動計画は，「南ア政権のアパルトヘイト政策とそのナミビア不法
占拠は，憲章の掲げる原則を侵犯するものであり，また国際の平和と安全に対
する脅威を構成する」ことを再確認する（3項）。また，行動計画の申で，総
会は，人民の自決権の否定が国際宇和と安全に対する脅威をもたらしている事
態に特別な注意を払い続け，またとりわけ（a〕とくに南アベの石油および石油産
品の供給に関する強制的禁輸を含めて，憲章第7章の下の，南アに対する強制
的経済制裁の設定を審議し，（b）南アのアパルトヘイト政権とのすべての軍事的
および核協力を終らすための広範な強制的措置を採用することによって南アに
対する武器禁輸を強化する必要性につき安全保障理事会の注意を喚起する，と
　　　　（37）
している。
　このように，人民の自決権の否定が国際の平和と安全を危くしているとして，
安全保障理事会の注意喚起，さらには憲章第7章の強制措置の発動および強化
を求めるなど，極めて強い表現の決議が採択されてい乱1960年代以降の植民
地問題に対する国連の対応はそれ以前に比して大きく変化し，また諸国の植民
地問題や自決権に関する法的信念も大きく変容していることが指摘できるであ
ろう。
（36）　ibid．，Decolonization，No，26（1985），p．11．
（37）アパルトヘイトについては・拙稿，国際連合と民族自決権の適用・神戸市外国語大学研究叢書
第10冊，68～89頁参照。
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　4．植民国家の軍事活動と軍事的準備
　特別委員会は，植民地独立付与宣言の履行を妨げている檀民地の軍事活動や
軍事的準備に関心を払っている。特別委員会は，また特別委員会の勧告に基づ
いて総会も，植民地の軍事基地や軍事施設は「宣言」の履行にとって大きな障
害をなしており，またそのような基地や施設の存在が植民地人民の自決と独立
の権利の行使を妨害したいようにするのは施政国の責任である，という確信を
一貫して繰り返し，さらに植民地人民の自決と独立の権利を否認するすべての
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔38〕軍事活動と軍事的準備を非難してきてい乱
　例えば，1970年および1980年の行動計画はともに，植民国家による軍事活動
と軍事的準備に反対するよう加盟国に求め（3項およびannex9項），後者はさ
らに軍事基地と軍事施設の早急で無条件の撤去について触れている（anneX
9項）。また，1980年の行動計画は，民族解放運動に対して使用するための傭兵
の募集，支出および訓練を防止するために必要な措置を取るよう加盟国に求め
ている（anr1ex10項）。
　5．外国の経済的利権の活動
　特別委員会は，また，植民地独立付与宣言の履行を妨げている外国の経済的
利権の活動に関心を寄せていた。特別委員会は毎年この問題を審議し，また特
別委員会の勧告に基づいて総会は，植民地人民から地域の天然資源に対する彼
らの正当な権利とこれら資源を彼らの最善の利益において処分する権利を繰り
返し宣言していた。したがって，特別委員会は，地域の天然資源と人的資源を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39）搾取する外国の経済利権に支持を与え協力する政府の政策を非難しれ
　1970年および1980年の行動計画は，植民地で操業している外国の経済利権の
活動に反対し，自国民および管轄下の会社がそのような活動に従事しないよう
（38）　ibid．，Decoloni蝸tion，No．22（1985），PP．11～121idid一，Decoloni竈ation，No．26
　（1985），p．14；cf．ibid．，Thirty・Ninth　Session，Su叩1e血ent　No・23（A／39／23），pp・102
　～111．
（3g）　ibid、，Deco工。niz日tion，No－22（1985），pp．11～ユ2；ibid．，DecoIonization，No．26（1985），
pp．13～14；cf，ibid、，Thifty－Ni皿th　Session，S岬p1ement　No．23（A／39／23），pp．89～101．
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立法的，行政的または他の措置をとるよう加盟国に求めている（3項（4）および
annex6項）。また両行動計画とも，地域の人口上の構成や地域人民の自決と
独立への権利の行使に大きな障害となるようた，外部からの移民や入植者の組
織的な流入を防止するための必要な措置を加盟国にとるよう求めている（3項
14）およびannex8）。さ．らに，1980年の行動計画は，1974年5月に総会が採択し
た新国際経済秩序樹立宣言と同年12月総会が採択した国家の経済的権利義務憲
章の関連規定に考慮を払って，当該地域の天然資源に対する永久的主権が十分
尊重され保証されるよう加盟国および国連の諸組織に求めている（amex7項）。
　このように，経済的自決権とも言うべき植民地人民の経済的利益の擁護は，
植民地独立付与宣言の履行だけではなく独立後の地域の将来の発展にも大きな
影響を及ぼす問題であり，今後も十分留意されるべき分野であ私
　6．小地域の問題
　現在植民地独立付与宣言が適用さるべき地域の多くは，入口，面積において
小さく，資源も限られ，また地理的に孤立したり分散している地域もあ私こ
れらの地域に対して「宣言」が適用され得るのかということは一つの大きな問
題である。特別委員会および総会は，これら地域はその面積，地理的位置，人
口および限られた天然資源から，特別な問題を有していると認めたが，「宣言」
はまったくこれら地域に適用されないものではないと認めている。1965年以降，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）総会は特別委員会に小地域に特別な注意を払うよう要請してい乱
　ユ970年の行動計画は，「領土的規模，地理的位置（iso1atiOn）および限られた
資源は『宣言』の履行をけっして遅らせるものでない（shodd　in　no　way）」
としている（9項）。また，1980年の行動計画は，1970年の同一の表現を用い
る（annexユ7項）と共に，別の箇所で，植民地の規模にかかわりなく，すべて
の植民地に「宣言」の完全な履行のための効果的な措置について言及している
（anneX1項）。
（40）　三bid．，Decoionizati011，No．26（1985），p、ユ6．
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　そのために特別委員会は，「小地域に関する小委員会」の作業を通して，同
　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）問題に非常に多くの時間を割いている。特別委員会自身，小地域間題には特別
な問題が存在することも認めているが，今後この問題の十分な検討が必要であ
る。
　7．非植民地化に関する情報の普及
　特別委員会は，その設立当初から，植民地独立付与宣言の目的を促進するた
めの道具として宣伝（Pub1icity）の重要性と，植民地人民を助ける目的で非植民
地化問題のあらゆる面を国際世論に知らせるあらゆる手段をとる必要性を認め
ていた。1973年に，特別委員会は，「請願に関する小委員会」を「請願および
情報に関する小委員会」に改称し，請願や他の伝達に関する任務に加えて，総
会や特別委員会が非植民地化の情報の普及に関して採択した決議の履行を行な
　　　　　　　　（42）
わせることにした。
　1970年の行動計画は，出版物，ラジオやテ1ノビを含むあらゆるメディアを通
じて非植民地化に関する宣伝の分野であらゆる努力を強化するよう国連とすべ
ての国家に求めてい乱そしてとくに重要なプログラムとして，非植民地化に
関する国連の活動，植民地の情況および植民地人民と民族解放運動によって行
なわれている闘争，に関するものが上げられている（3項（8））。また，ユ980年
の行動計画も，同様にあらゆる可能な手段によって情報を普及する努力を強化
するよう国連に求めている（amex18項）。
　以上において，特別委員会や総会が植民地独立付与宣言の履行のために打ち
出した勧告，提案，計画等を7つに分類してそれぞれ簡単に述べれこれらは，
特別委員会や総会がこれまで活動してきたすべてを言いつくしているものでは
たい。しかし，以上のものに限っても，「宣言」の早急かつ全面的な適用のだ
（41）　ibid．，Deco1oni珊ti01ユ，No．26（1985），P．16．
（42）ibid．，Decolonization，No－26（1985），PP．17Hユ8．ユ976年に「請願および情報に関する小
　委員会」はさらに「請願，情報および援助に関する小委員会」に改称された。
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めに具体的な手段が提案されており，また広範かつ活発た活動が行なわれてい
ることが知られるであろう。
　　　　　　　　　　　w．　お　わ　り　に
　すでに述べたように，1963年に総会は，植民地独立付与宣言が適用される地
域の暫定的リストを採択した。そこには64の地域が列挙されており，それらの
人口の合計は，約8，700万人であった。同リストが作成された時までに，多く
の植民地はすでに独立を達成していたが，それでもまだ多数の植民地が残存し
ていた。「宣言」が採択されてから25年目の1985年には，そのリストには18の
地域が存在するだけであり，その入口の合計は約250万人であ乱
　反植民地主義のマグナ・カルタとも呼ばれる「宣言」が採択されてからの国
連の非植民地イビに関する体制は，それ以前の植民地問題に対する国連の対応と
は著しい相違がある。制度および組織の面での最も大きな点は，非白治地域情
報委員会を解散して植民地独立付与宣言履行特別委員会にその任務を引き継が
せたことに象徴的に示されるであろう。「宣言」が採択される以前の国連の植
民地問題に対する対応は端的に言えば，植民国家の植民地統治に対する国際監
督にすざなかった。「宣言」採択後設置された特別委員会は通称「非植民地化
委員会」とも称せられるように「宣言」履行の実施機関である。
　以上のことを，植民地人民の集団の権利の点から言えば，自決権が実定国際
法上の権利として承認されたことであ私もっとも，自決権は非常に多義的で
　　（43〕
ある。一般国際法上の権利として確認されるための要件として，一般に慣行の
存在と法的信念の存在が指摘されるが，すでに考察した点から見て少なくとも
植民地問題に関してはそれらの要件は十二分に存在しているのである。現在で
は，特別委員会および総会の活動は，承認された自決権の内容を発展させ拡充
させ，またその枠組をより明確にすることに重点がおかれているのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔以上〕
（43）　cf．Benyamin　Neuberger，Nationa1Se1i－Det6r皿三nat三〇n　i皿PostcoIon三邑1Africa，
1986，pp．3～10．
